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「ミャンマー：EU が一般特恵関税制度を再適用」 

                                                三菱東京ＵＦＪ銀行 国際業務部  

EU はミャンマーへの一般特恵関税制度の適用を決定しました。これによりミャンマーの物品を無税で EU に輸出で

きるようになります。 

 

 

6 月 12 日、EU はミャンマーに一般特恵関税制度（GSP※）を再適用することを決定しました。

今後、7月に発効する予定です。 

発効後は、ミャンマーから EU に輸出される物品の関税は無税となります。 

ミャンマーでは海産物などの物品の EU 向け輸出の準備が始まっています。今後、ミャンマーか

ら EU への様々な物品の輸出拡大が期待されます。 

EU はミャンマー国内の強制労働問題により、1997 年にミャンマーへの一般特恵関税の適用を停

止していました。 

また、EU は、2013 年 4 月に武器禁輸以外のミャンマーへの制裁を解除しています。 

 

  ※一般特恵関税制度（GSP＝Generalized System of Preferences）： 先進国が途上国の発展

を支援するために、特恵受益国と認めた国の産品を輸入する際に、関税率を引き下げるか

無税にする制度。 
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国際業務部 北村広明  
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